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要旨
　既存資源を再利用する「活用」と新資源を蓄積する「探索」の両立は，組織の継続的な成長に重要な役割を果たす（March, 
1991）。しかし同時に，企業にとって「活用」と「探索」の両立は困難であることも明らかにされている。資源の「活用」と「探索」
は全く異なる志向の組織学習を必要とするからである（McGrath, 2001）。そのため両立を成功させる特定の組織能力や適し
た組織文化の要件が研究されてきた。一方で，「活用」と「探索」の中間に位置するような活動があり，製品開発活動を通して，
既存資源の「活用」と新たな資源の「探索」が企業実践に組み込まれているとする研究がある（Danneels, 2002, 2007）。既存
技術あるいは既存顧客資源のいずれかをてこの支点として，もう一方の資源を新たに蓄積することで，「活用」と「探索」の両
立が実現するという。
　この資源に対するてこの原理を用いた活動（competence leveraging）に注目する研究では，既存技術を活用した新事業
への多角化戦略を導く，技術資源をてこにした活動（technology leveraging）に注目が集まってきた。しかし，企業活動に
対するより実践的知見を提供するためには，既存事業を営みながら，新技術を活用し成長の源泉にする顧客資源をてこにし
た活動（customer leveraging）について検討の余地が残されている。
　そこで本稿は，コニカミノルタ情報機器事業を取り上げ，顧客資源をてこにした活動によって既存事業の成長を継続する
企業実践を分析した。既存の顧客ニーズをさらに満たすための新たな技術資源導入が，必ずしも既存の顧客資源とフィット
せず，新たな顧客資源のマーケティング上の探索を必要とした。

キーワード
経営資源，資源の活用と探索，資源をてこにした活動（competence leveraging）
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1. はじめに
　近年のデジタル技術の進展などによる急激な市場変化
や技術革新をマネジメントする場合においても，資源ベー
ス論は興味深い示唆を与えてくれる。一つの資源には多
様な機能が付与可能であり，資源は複数の市場へ流用可
能性を持つ。しかしその潜在的な機能が引き出されない
まま，資源の価値が十分に「活用」されていないとの指摘
もある。企業が有する資源から機能を十分に引き出すこ
とで，まだ成長の源泉とする余地が残されている。また同
時に，そうした資源の「活用」だけではなく新たな資源を
蓄積する「探索」を行うことで，将来的な企業成長に対し
ても準備しておかなければならない。この双方の活動が
両輪となって安定した将来に渡る成長が見込まれる。だ
が，近年のような不確実な環境では，将来的な成長に備
えた「探索」はますます困難になりつつある。リターンを得
るまで長期間かかる上に，それが「探索」による結果なの
か不明瞭となるため，厳しい経営を迫られる中では，「探
索」活動が疎かにされる可能性がある。資源の「活用」と

「探索」の両立について，困難さは増していると言える。

2. 先行研究
　資源の「活用」と「探索」との適切なバランスの維持
は，組織の継続的な成長に重要な役割を果たすとされる

（March, 1991）。この主張は，企業成長の源泉を企業が
有する資源に求める，資源ベース論に依拠するものであ
るが，企業が有する資源やケイパビリティを中心に置いた
マネジメントは，資源依存のパラドックスを抱えるとされ
る。Leonard-Barton （1992）は，組織が自らの核とする
資源であるコア資源は，新たなイノベーションを誘発する
側面と阻害する側面の両方を持ち合わせており，後者の
傾向が強くなると，資源やそこから生まれるイノベーショ
ンに硬直性が生じると論じる。なぜならコア資源は，そ
の資源による優位性が最大限発揮されるようにその資源
にフィットした方向へ組織活動を舵取る指針となる一方
で，4つの側面を持つ企業のコア資源（知識，スキル，技
術システム，管理システム，組織内の価値観や規範）との
一致が欠けている場合，活動を抑制するからだという。同
様に，Henderson（1993）は，既存の企業による新製品開
発活動が異なる組織能力を必要とする場合，組織内に蓄
積された経験によって中断されてしまうことを明らかにし
た。上記以外にもいくつかの経験的研究から，コア資源
には新たなイノベーション活動を阻害する側面があること
が明らかにされている（e.g. Tripsas, 1997; Tripsas and 
Gavetti, 2000）。
　組織にとって既存の知識と技術の再利用のことを「活
用」，新たな知識や技術の追求のことを「探索」と呼ぶ

（Sitkin et al., 1994）。資源の「活用」と「探索」の概念は，
March（1991）の組織学習の考え方をベースにしたもので
ある。様々な組織活動を通じて，いかにして組織が，技術
や知識からなる資源を利用しつつ，新たな資源を蓄積する
かについて，「活用」と「探索」の異なる組織学習が行われ
ることで遂行されると論じる。特に近年のような環境変
動が生じやすい状況では，組織の資源を環境変化に合わ
せて進化させるダイナミックケイパビリティの研究（Teece 
et al., 1997）以来，資源から生み出される機能の多元性
や，新たな資源蓄積や既存資源の変容を促す組織能力
との関連について研究関心が高い（e.g. Eisenhardt and 
Martin, 2000; Helfat and Raubitschek, 2000）。「活用」
とは，改善や手直し，代替案の比較，選出，標準化，ス
ピードアップ，コスト削減等の活動を特徴とした組織学習
である。これに対して「探索」とは，発見，多様性の追求，
リスク負担，実験，アソビの維持，柔軟性の確保等の活
動を特徴とした組織学習である。既存の知識と情報には
とらわれない急進的な内容の組織学習を導く可能性を秘
める。
　「活用」と「探索」の概念に基づき，先行研究では，実際
に企業が「活用」と「探索」のどちらに組織学習の焦点を
置いているかを実証するため，「活用」と「探索」の操作化
を試みてきた。それらの研究によると，新しい化合物を基
にした医薬品と既存の化合物を基にした医薬品（Bierly 
and Chakrabarti, 1996; Cardinal, 2001），他社の特許
を引用する特許と自社の特許を引用する特許（Benner 
and Tushman, 2002; Sørenson and Stuart, 2000），
RISCアーキテクチャのマイクロプロセッサへの転換と
CISCアーキテクチャのマイクロプロセッサの改善（Lee et 
al., 2003）などが，「活用」と「探索」の具体例として挙げら
れている。絶え間なく変化する顧客や市場の要求に，柔
軟にかつ長期に亘って答え続けていくためには，新しい
知識を追い求める「探索」が必要である。同時にその前提
として今日，明日の企業活動を確実に円滑に維持するた
め，既存の知識を最大限に生かす「活用」が欠かせない。
　実証的なアプローチを採る研究の一方で，「活用」と「探
索」とのバランスを巡るジレンマを検討する先行研究が
ある。それらの研究の背景には，その両立が重要だとは
わかっていても，両者を両立できない困難がある。その
理由は，資源の「活用」と「探索」の組織学習は全く異な
る志向を必要とするためだ（McGrath, 2001）。「活用」に
は，平均的なパフォーマンスの向上に重点を置く平均志
向を持つ組織が長けており，他方の「探索」には，ごく稀
にであっても極端に優れた成果を目指そうとする分散志
向を持つ組織が長けている。ゆえに，「活用」を得意とす
る組織能力をより濃厚に有する組織と，逆に「探索」を得
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意とする組織能力をより濃厚に有する組織が存在すると
される（Benner and Tushman, 2002）。そこから，「 活
用」と「探索」の両立を実現する新たな組織能力として，
顧客や技術に関する能力を結び付け切り離す（relinking 
and delinking）統合的能力（integrative capability）を
提 示 する 研 究（Henderson and Cockburn, 1994），時
折「活用」から「探索」へ，またはその逆へと大きく組織
の方向性を転換するような経営陣の役割を重視した研究

（Tushman and Anderson, 1997），両義的活動を促進す
る組織風土の特徴（ストレッチ，規律，支援，信頼）の醸
成を主張する研究（Gibson and Birkinshaw, 2004）など
のように，その実現を組織能力や組織文化に求める研究
蓄積が深められた 1。
　「活用」と「探索」を両立する困難性を克服するため，新
たな組織的要件の存在にその解を求める研究がある一
方で，技術と顧客に関する資源のいずれかをてこの支点
に置き，もう一方の資源を新たに蓄積するような「活用」と

「探索」の中間的な活動が，企業による製品開発活動を通
して実践されることを示した研究がある（Daneels, 2002, 
2007； Miller, 2003）。つまり，組織能力ではなく，組織
の一連の活動に既存資源の「活用」と新たな資源の「探
索」が埋め込まれ両立することを示唆したと言える。純粋
な「活用」では，企業は自社の既存技術を既知の顧客に
対して活用し，既存技術と既存顧客の間に新たな連結を
生み出すことを目指す。純粋な「探索」では，新たな技術
を使った新製品で新規顧客獲得を試み，将来的な企業
成長の源泉に育てることを目指す。しかし，「探索」による
リターンは長期的なものであり，必ずしも「探索」活動の
明確な結果と顕在化されにくい。また，「探索」から生ま
れた事業は，既存事業の範囲を分散させる可能性があ
り，企業にとってリスクが増える。製品開発活動に重要な
経営資源を，技術と顧客に関連する二つの資源に区別す
ると，その中間にふたつのてこの原理を想定することが
できる。一つが，技術資源をてこにした活動（technology 
competence leveraging）で，すでに有している技術能
力に基づいて製品を開発し，新たな顧客を訴求する事業
を展開する活動である。もうひとつが，顧客資源 2 をてこ
にした活動（customer competence leveraging）で，既

存顧客のニーズをさらに満たすため，新たな技術的資源
の蓄積に努める活動である。資源のてこの原理を利用
した活動は，技術もしくは顧客のいずれかを既知の資源
を活用するため，その側面からのリスク・ポテンシャル
分析が行いやすくなる。技術か顧客のどちらの資源を
支点にするかで，新たに収集すべき情報は方向付けられ
たものになる。つまり，資源に対するてこの原理を用いる

（competence leveraging）ことによって，「活用」と「探索」
の両立が抱える困難性を乗り越え，リスクをとどめながら
硬直性を回避することができる。（Danneels, 2002）
　類似した研究として，自社の技術資源を重要な経営資
源と置き，その利用によって企業の持続的な競争優位を
構築することを目指した，コア技術戦略論と呼ばれる研
究が，日本のアカデミアでは盛んである。それらの議論
は，様々な製品の基幹技術となる技術資源の活用を促す。
そのため，例えば車のモデル間で同一のコンポーネントを
共有する（Nobeoka and Cusumano, 1997）といったよう
に，関連性の強い製品群の間で，基幹技術資源をてこの
原理によって利用することに重点を置く。しかし資源に対
するてこの原理を用いる（competence leveraging）とい
う考え方と対比すると，コア技術戦略論の議論は，様々
な分野に応用可能な技術を展開することに焦点が当てら
れ，技術を応用し開発される製品の市場を生み出すため
の新たな顧客資源の蓄積という側面が捨象される恐れが
ある。資源に対するてこの原理（competence leveraging）
という枠組みを用いることで，技術資源の活用に際して，
新たな顧客資源を蓄積する企業の試みにも重点が置かれ
る。例えば，ガソリン駆動のエンジンに関する技術的資
源を，車から芝刈り機に活用した場合には，企業は芝刈
り機の顧客を理解する情報収集，彼らへの新規販路の開
拓，ブランド構築といった，新たな顧客資源の蓄積に挑戦
しなければならない。様々な分野に既存の応用可能な技
術を有するだけでは不十分であり，それらの多様な分野
に技術を応用させるには，幅広い顧客に関わる資源の新
たな探索と蓄積を必要とする側面は強調されるべきであ
る。
　自社資源の優位性を最大限利用した継続的な企業成
長のマネジメントを行うために，既存の資源をてこの原理

1. 異なる研究の潮流として，「活用」と「探索」の最適なバランス
を量的に検証しようとする流れがある。（e.g. Piao, 2010; He 
and Wong, 2004）

2. Daneels（2002, 2007）は，顧客資源（customer competence）
を慎重に市場資源（market competence）と使い分ける。市
場という言葉によって，その意味するものは財やサービスが
企業と顧客の間で交換される場（market）に紐づいて拡大
されたものになるからだ。そこでは技術，法律，文化，競争

といった環境要因が交換にもたらす効果も包含するものにな
る。他方で，顧客資源は，顧客を中心的な要素として強調し，
ある顧客に対峙する企業の資源や能力を意味する。5つのハ
イテク企業に対するインタビューを基にした事例分析から，顧
客資源の具体例として，顧客のニーズや選考，購買行動過程
の理解と情報，販路や営業ルートの確保，顧客からの信用
やブランド構築，製品の開発や販売活動を通じて顧客とのコ
ミュニケーションや情報交換ができるルートの確保などが列
挙される。
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で利用する活動によって，「活用」と「探索」の両立が実現
されるという主張は，資源ベース論および資源の「活用」
と「探索」の議論に実践的知見を提供した。同時に，特に，
既存技術による新市場の探求には有意義な成果をもたら
したと評価される（von Hippel et al., 2009）。しかし既存
市場に対する新技術の投入によって既存事業の成長を維
持することに関しては，いまだ検討の余地が残されてい
る。なぜなら既存技術を応用させて新事業に乗り出す多
角化戦略は，長期的な企業の取り組みを必要とする。そ
のため中・短期的な企業活動に実践的な知見を提供する
ためには，既存事業を営むなかで，新技術を活用し成長
の源泉にするような活動について検討する意義があると
考える。

3. 理論枠組み
　先行研究によって整理された資源に対するてこの原理

（competence leveraging）の理論枠組みは図表 1のとお
りである。製品開発活動を通して，企業は製品と自らの資
源を関連づけ，資源蓄積を推進する（延岡，2006a）。製品
開発活動に重要な経営資源を，技術と顧客に関連する二
つの資源に区別すると，新規性の程度によって，企業の
製品開発活動は四つの象限に分けられる。純粋な「活用」
とは，技術資源も顧客資源も既存のものであるが，その
間に新たなつながりを見出す活動である。その対角線上
に位置する純粋な「探索」とは , 技術および顧客のいずれ
の資源も新たなものであり，その間につながりを見出す活
動である。そして第 1 象限と第 3 象限に，二つのてこの原
理が想定される。第 1 象限にあるのが，顧客資源をてこに
した活動（customer competence leveraging）で，既存
顧客のニーズをさらに満たすため，新たな技術的資源の
蓄積に努める活動である。もう一方の第 3 象限にあるの
は，技術資源をてこにした活動（technology competence 
leveraging）で，すでに有している技術能力に基づいて
製品を開発し，新たな顧客への訴求を展開する活動であ
る。

　この枠組みに基づき，Danneels（2002）はハイテク企
業 5 社の事例を分析し，企業の製品開発活動は，既存資
源を基にした純粋な資源「活用」だけでなく，企業に新た
な資源蓄積をもたらすプロセスであり，またそれを実現さ
せるのは，技術もしくは顧客のいずれかの資源をてこの支
点に置いて，もう一方の資源を新たに獲得するという中間
的活動であったことを示した。その経験的データによれ
ば，それぞれの資源に対しててこの原理を用いる活動は
次のような具体的な実践で遂行される。顧客資源をてこ
にした活動（第 1 象限）では製品から既存顧客を切り離し

（delink），新技術とのつながりを作る（relink）。そして技
術資源をてこにした活動（第 3 象限）では，製品から既存
技術を切り離し，新たな顧客とのつながりを作る。
　加えて経時的な事例研究によって，企業は第 1 象限と
第 3 象限を行き来することで継続的な成長を実現するこ
とが明らかになった（図表 2）。つまりある時点（t2, t4 右側
の事業，t5）では顧客資源をてこにした活動を，異なる時
点（t3, t4 左側の事業）では技術資源をてこにした活動を，
一定の期間を持って繰り返す。しかし，既存技術資源をて
こにした活動は，「次のいずれかとのフィットが不足する。
つまり販路や営業ルート，顧客内の企業に対する評価，
顧客との関係性」（Danneels, 2002）が生じ，新たな顧客
資源の探索を必要とする。そして，新たな事業を立ち上げ
る多角化戦略か，必要な顧客資源を有する企業の買収と
いう意思決定を企業に要請するが，これには長期的判断
を必要とし，企業実践へのインプリケーションとしては限
られたものに留まってしまう。むしろ，近年の企業環境に
おいては，積極的な多角化よりも既存事業の堅実な成長
にマネジメントの関心があると思われる。近年の技術環
境の急激な変化に伴って，企業にとって技術資源の刷新
や探索は不可避となっている。そこで本稿では，先行研
究の理論枠組みに依拠し，既存事業のマネジメントにお
いていかに継続的な成長を資源利用のてこの原理によっ
て実現するかを明らかにすることを目指す。

図表 1. 資源に対するてこの原理（competence leveraging）活動

（出所：Danneels, 2002より筆者作成。）
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4. 研究の方法
　複写機と複合機の製造・販売を行うコニカミノルタ情
報機器事業を研究対象とした。複写機・複合機は、ネッ
トワーク技術の応用によって，利用企業の業務で発生す
る情報の出力および入力を取り扱う機器となり，情報機器
とも呼ばれる。コニカミノルタはコニカとミノルタが 2003
年に経営統合して設立されたが，両者の礎となったカメラ
事業を2006 年に終了し，2012 年度の全社売上の 71％，
5835 億円は情報機器事業によるものである。情報機器
事業の為替影響を加味しない成長率は，前年度比約 6％
の増収であり，名実ともに全社をけん引する中核事業であ
る。2003 年の経営統合以来，2008 年のリーマンショック
による影響時期を除き，右肩成長を続ける（図表 3）。
　企業へのインタビュー，観察，二次資料をデータソース

として用いた。異なる方法で収集した，様々な種類のデー
タによるトライアンギュレーションによって，ひとつの方
法の弱みを，他の方法の強みで補完し，手続き上の限界
を担保することを目指す（Jick, 1979）。また様々な種類の
データを用いたことによって，事例から導き出される結論
に対して豊かで確かな基礎を確保するよう努めた。インタ
ビューは，コニカミノルタ情報機器事業 18 名を対象に実
施した。インタビューには，回顧的な内容のインタビュー

（Miller et al., 1997）と，現在彼らが実施している活動に
ついての内容と両方含まれた。インタビュー対象者は研究
開発から営業，社員教育担当まで複数の部署にまたがり，
組織内の地位も様々である。インタビュー時間はいずれ
も45 分から2 時間程度で，ビデオ録画またはテープ録音
し，文字起こしの作業を行った。インタビューデータの補

図表 2. ある調査対象企業の資源「探索」と「活用」活動

（出所：Danneels, 2002）
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完データとして，調査企業での観察によるデータ収集も実
施した。観察はインタビューの合間や別日に，内容によっ
て1時間から終日かけて行った。観察の場では筆者は大
学研究者として周囲の人々から認知され，観察の最中には
フィールドノートを取ることができた。観察データの収集
によって，インタビュー対象者によるインタビューデータの
みに頼るのではなく，自分自身が直に研究対象である企
業活動に接触することができた。インタビューおよび観察
によるデータに加え，事例に関する二次データとなる文書
も分析データとして用いた。アニュアルレポート，企業案
内，営業資料，製品カタログ，プレスリリース，ウェブペー
ジ，第三者による記事やレポートなどである。
　データ分析の手続きは，事例から収集された経験デー
タを用いて既存理論を再考し拡張するケースメソッドの方
法（Burawoy, 1991; Yin, 2011）に依拠した。ケースメソッ
ドは，グラウンデッドセオリーのように，データに基づい
た新たな理論の構築を主眼と置くものではなく，既存理
論の統合や拡張を目指す方法である。そのため分析に際
し，研究課題と先行研究を照合し，そのギャップや既存
理論の欠陥を埋めるために経験データを用いて理論を進
展させる作業を行う。データと理論の間を何度も行き来
し，その間に新たなデータを追加したり，新たな概念や理
論を援用することで進める。実作業では，文字起こしされ
たインタビューデータや観察によるフィールドノート，二次
資料を読み進めながら，論点やパターンを導出し，要所と
なる内容に関しては別のノートに写していった。別ノート
に書き留められたメモは，研究者による簡単な初期段階
の分析である（Strauss, 1987）。そしてもう一方の作業と
して，そのメモと理論を突き合わせていく作業があり，そ

れぞれのメモが理論枠組みとどのようにフィットするかを
確認しつつ，メモから生じる理論的解釈を取り出していっ
た。データに基づいたメモと理論を対峙させることで引き
出される解釈を基に，さらに新たなデータを追加し，分析
を加える作業も発生した。これらの作業を繰り返し，解釈
を構築した。
　分析作業に使用した表は，図表 4として本稿に掲載し
た。複数のデータから整理した経時的事業の変遷であ
る。データを読み進める中で，要所となる出来事を年表
の形式でまとめたメモと言える。先行研究の枠組みに沿っ
て，年表で整理された初期の分析を解釈した結果となっ
ている。

5. 事例
　複写機の歴史は古く，18 世紀末，蒸気機関の改良で有
名なジェームズ・ワットが発明した複写機にまで遡る。そ
の後，謄写版や青写真，湿式複写の技術方式が登場した
が，現在の事務機器に採用される複写技術はゼログラフィ
と呼ばれる乾式複写技術である。1938 年にアメリカの
カールソンによって発明されたものである。それ以来，複
写機はオフィスワークに欠かせない機器として利用されて
きた。基本的な複写の原理は，1938 年の発明以降ほとん
ど変わっていない。静電気を帯びることを帯電と呼ぶが，
光を当てることで帯電させたり，放電させたりすることが
できる物質がある。この物質をローラー状にコートしたド
ラムをあらかじめ帯電させておき，原稿に光を当てて文字
のある部分を影にした像を照射することで，文字部分だ
けを帯電させることができる。これに細かい磁性体をま
ぶしたインク，すなわちトナーを転写することで，帯電部分

図表 3. コニカミノルタ情報機器事業売上高推移

（出所：SPEEDA）
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だけにトナーを移すことができる。このトナーを紙に擦り
つけ，熱を加えてトナーを溶かすことで紙面に定着させれ
ば，普通紙にも原稿が転写される。この原理により，文字
や画像の情報が複写（コピー）できる。
　90 年代後半（図表4，t1.）に，デジタル技術の応用によっ
てデジタル複合機が発売された。複写の過程で，原稿を
読み取る際に原稿をメモリとして保存し，そこから紙に転
写する工程でデジタル技術を用いる。原稿上の情報をデ
ジタル処理することにより，電話回線を介したファックス
通信機能が搭載され，複合機の開発と発売が行われた。

　デジタルになっただけの時は，ビジネスモデル
と言いますかこれはあまり大きく変わらなくて，基
本的にはコピーだとかプリンター，FAX が商品と
してはデジタルで複合機一つになったんです。た
だ，そういう商品をお客様に届けるビジネスモデ
ルというのは，基本的には販売店の販売員とか，
あるいは直接我々が販売する直接販売の部隊を
作ってお客様に売るという。まず営業が居て，そ
の営業はどちらかと言うと商品の契約の期間を意

識して，その契約期間の終了時の，更新時に当社
の製品を継続的に使っていただくように，その時
に商品の説明をして，商談をして，商談が決まる
と。我々の機械は信頼性が大切ですから，故障
が起こらないように，あるいは起こったとしても速
やかにサービスをするという，サービス，信頼性
で次の商談まで信頼を獲得する。ということで，
セールスは更新による切り替えの商談。商品が大
切であり，サービスやサポートでその後継続的に
ご愛顧いただくと，これが典型的なビジネスモデ
ルだったんです。（山名氏 3）

　アナログ技術からデジタル技術への技術革新は，複写
機産業のみならず他産業でも生じ，企業にとっては新た
な技術資源の蓄積を必要とした。一方で，顧客資源は，
上記のインタビューで回顧されるように，アナログ複写機
時代の既存顧客を対象とし，既存の販路チャネルや営業
ルートを通した顧客とのコミュニケーションで事足りた。
デジタル複合機はあくまでも従来通りの見積書や社内稟
議書，経理関係の文書などの社内用事務資料の複写に使

図表 4. コニカミノルタ情報機器事業の年表

区分 技術革新 用途 営業戦略 
（商談相手）

サプライチェーン 
に関わる意思決定

その他組織内 
意思決定

t1.
デジタル期

（1995 ～ 1999）

アナログコピーから
デジタルコピー
複写機から複合機

事務資料の出力
ファックスやプリン
ター機能の追加

一枚当たりの複写コ
スト 

（総務，購買部署）

t2.
カラー期

（2001 ～ 2005）

モノクロからカラー
技術
重合法トナーの独自
技術

営業資料の出力
コストと営業や業績
パフォーマンスとの
バランス 

（総務，購買部署）

無錫工場稼働 
（2005 年）

・ コニカとミノルタ
の合併，カラー技
術への集中投資

（2003 年）
・ 複合機事業が本

格化（2004 年）

t3.
ネットワーク／ 

MPS 期
（2006 ～現在）

ネットワーク／ ITシ
ステムと接続，連携
ソフトウェアやアプ
リ技術開発

企業内ドキュメント
の出入力，管理

コストと，使用環境
下での連携性，稼働
性，セキュリティのバ
ランスコストと，業
務フローの改善，業
務生産性とのバラン
ス
顧客企業の使用環
境や経 営状況の詳
細 な 理 解 が 前 提。 

（情報システム部署）

・ IBM,NECなど
ネットワーク系企
業との連携（2006
年）

・ オフショアソフト
ウェア開発の提携

（2007年）
・ Getronics（オラ

ンダ），Koneo（ス
ウェーデン）など
IT サービス会社
M&A

・ 独ソフトウェアハウ
ス提携（2012 年）

・ カメラ事業終了の
決定（2006 年）

・ 商業印刷機の事
業が本格化（2006
年），新製品導入

（2008 年）
・ チェコで OPS 提

供開始（2007年）
・ OPS のグローバ

ルサービス開始
（2010 年）

・ Allianz 社（独），
BMW 社（独）と
大型契約（2010，
2011年）

（出所：筆者作成。）

3. 情報機器事業 管掌 取締役 専務執行役
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用され，その商談相手となる顧客も，既存顧客である取
引先企業内の総務や購買部の担当者であった。商談に対
する顧客のニーズは，一枚当たりの複写コストや複写枚数
に対応したベストな製品を，製品カタログのラインナップ
の中から比較検討し提案してもらうことであった。デジタ
ル技術による複写機から複合機の進化は，コニカミノル
タにとって新たな技術資源の蓄積を必要とした。他方，デ
ジタル複合機の顧客はそのユーザーも商談相手も，アナ
ログ複写機とは変わらない既存顧客であり，顧客資源も
既存のものが活用された。
　その後（図表 4，t2.），2000 年にコニカとミノルタは情報
機器事業の業務提携を結ぶ。同年にカラートナーの独自
技術を活かしたトナー合弁会社を設立し，そして2003 年
に経営統合が成立する。複写機のカラー化を睨んだ戦略
的提携であった。これにより，重合法トナーと呼ばれる独
自の新技術の技術開発に両社の資源を集中投下し，より
スケールアップさせたカラー複合機の開発と販売を行っ
た。既存のオフィス市場でモノクロからカラーへ複写機の
買い替えを促進するのが狙いだった。当時はまだ市場全
体におけるカラー機の比率は10％程度であったが，「テレ
ビの歴史や産業の歴史から言うと，比率は必ず 50を越え
てくる」（山名氏）と，カラー機への買い替えは自明なこと
と思われた。しかしカラーコピーはモノクロコピーに比べ
て一枚当たりの複写コストが高かったため，カラー機の売
れ行きは伸び悩んだ。事態を打開したのは，カラー機販
売を通して得た，カラーコピーの使われ方と新たな顧客の
理解であったという。

　カラーになりますと，オフィスで使うだけでな
く，使われるお客様の営業提案活動にカラーを
使おうということになった。時代がモノクロからカ
ラーになった時に，お客さんにとってのカラーの
価値と商品のコストパフォーマンス，これを説明し
て，切り替え時にモノクロよりもカラーを扱ってい
ただくと，当社の方も付加価値が少し上がる。技
術はカラーになった。売り方はやっぱり画質とか
スピードとかトータルの商品性を，モノクロの時よ
りも少し複雑に，そのお客様の効用を説明すると
いう時代に入ってきました。カラーを買っていただ
くお客様というのは，自分のオフィスで使うという
よりも，（カラーを：筆者注）使って良い提案書を
作ろうというところに入ったんですね。（山名氏）

　カラー複合機の発売当初は，モノクロ機と同じように
単純なコスト比較による商談を行っていたが，それではカ
ラー機に勝機はない。しかしカラー機が新たなユーザー
である顧客企業の営業担当者によって営業提案書の複写
に使用されることによって，カラー機の価値がモノクロ機
に比べて差別化される。カラー複合機を購入し利用すれ
ば，顧客企業の営業業績が向上するというメリットを含め
たかたちでの，コストパフォーマンスによる新たな製品コ
ミュニケーションを生み，カラー機への切替えを進めるこ
とができた。カラーの新技術の導入は，既存顧客との関
係に，顧客企業内の営業担当者という新たな顧客を生み
出したと言える。狙い通りに立ち上がらなかったカラー複
合機の販売不振によって，コニカミノルタは新たな顧客や
カラー複合機の用途を「探索」することになった。その結
果，一枚当たりの複写コストではなく，カラー複合機が寄
与する業績アップを含めたコストパフォーマンス比較とい
う新たなコミュニケーション（顧客資源）が獲得された。

　そして，2000 年代後半（図表 4，t3.）にオプティマイズ
ド・プリント・サービス（OPS）という新サービスを開始す
る。まずは 2007年にチェコとドイツ販社からサービスを本
格的に開始し，その後欧州各国の販社に伝播し，2009 年
に日本およびグローバルでのサービス提供が始まった。同
様のサービスを，業界一般ではマネージド・プリント・サー
ビス（MPS）と呼んでいる。2000 年頃にアメリカでゼロッ
クス社によって発案された，複写機メーカーによる複写機
周辺のソリューションサービス事業の総称である。業界全
体を巻き込んだ MPS への事業転換の背景には，IT産業
が開発を牽引したネットワーク技術の応用による，製品革
新があった。新たな技術資源であるネットワーク技術に
よって，複合機はハードウェアとしてコンピューターと同等
にまで進化した。

　複合機というのは，中に本当のパソコンに近い
ような高性能の CPUとソフトウェアを持つ非常に
大きな機能デバイスになってきています。複合機
ができるのは，単にコピー，プリント，FAX，ス
キャンという基本機能だけではなくて，今のIT が
要求してきている認証であるとか，セキュリティで
あるとか，さらに進んでお客様のワークフローを
どう改善するかというところまで，そういう機能が
提供できるところまで，進化してきております。（島
田氏 4）

4. コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社 開発本部 副本部長
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　複合機が IT 機器化するに伴い複写機メーカーの商談
先は，これまでの顧客企業内の総務や購買部門から情報
システム部やIT部門に移った。

　ネットワーク，セキュリティということになると，
意思決定なり，機器の判断を確認する人が情報シ
ステムになるんです。ところが，情報システム部に
面談をして，話をしようとしたら，喋る用語が違う
わけです。総務・庶務系の場合は，契約内容と1
枚あたりいくらで，このお客さんは1 ヶ月いくらく
らい使っていますかと，その量によって最適な商
品をこのカタログからお選びいただいたら…と，こ
ういう話です。情報システムに行くと会話が違う。
でも，そこへ行かないと，ネットワークの話をしな
いと。1台1台買うんじゃないんです。ですから，
ここはトレーニングをして，彼らもITの勉強をし
て，資格を取って，会社もどんどんそれをやってく
れと。（山名氏）

　こうしてネットワーク技術を応用した製品の進化ととも
に，ドキュメント管理やITインフラ管理などの付帯機能
が充実していき，複合機を利用したソリューションサービ
スという新たな提供物（offering; Sawhney, 2006）が誕
生した。そのサービス内容は幅広い。ネットワークを介し
てメーカーのコントロールセンターと各顧客先に設置され
ている機器をつなぎ，24 時間モニタリングし，消耗品切れ
や故障を未然に防ぐため，消耗品や交換部品を自動配送
したり，顧客が業務で使用する基幹システム，業務ソフト
ウェアやアプリケーションに連携するよう複合機を設定し
て，業務効率を改善するソリューション提案を行うサービ
スなどがある。これらのサービスを提供するためには，ソ
フトウェアやアプリケーション領域の技術資源も必要とさ
れる。これらの技術資源は，外部の開発会社との提携も
含めて獲得される。

　世界中合わせると，おそらくアプリケーションの
ネタって1,000 個とかあると思うんですよ。色んな
サードパーティを使っていまして，それをお客様の
ニーズに合わせて，そのアプリから色々選んでお
客様に提供してるということをやっています。もち
ろん自前でもいくつか色々アプリは開発していま
すし，グローバルで配っているアプリもありますけ
ども，やっぱりそれだけですと，さっきのスタンド
アロンの機械の延長線になってしまいますので，
やはりお客様の困り事，ニーズに合わせたソリュー

ションを提供する，色々なアプリケーションをサー
ドパーティとも共同して，連携して，提供するって
いうのが一番良いんじゃないかなと思っています。

（島田氏）

　一方，MPS の顧客資源について，だれが顧客で，どの
ようなニーズを持っていると理解されたのか。

　その辺りになると「ハードとして箱を売る」より
も「お客様の使われ方」。あるいは個々のデバイス
一個一個じゃなくてトータルのデバイスをどのよう
にマネージして…。トータルコストも下げていきた
い，ただこんな使い方もしたいと。だからハード
プラスそれぞれの領域のアプリケーションが大切
だとか…，こういうことに対応するということで，
箱売りからお客様の使い勝手を聞いて提案をし
ていかないといけないと（いうことが：筆者注），
2004，2005 年から，重要になってきました。（中
略）働いている人，ビジネスパーソンが情報機器
をどう操って，ビジネスパーソンの知的生産性，
知的創造性をどう高めるかという時代に入りつつ
あるんですね。そうなると，モバイル，情報端末
を平気で使いこなす。そういう世界に，元々 BtoC
であったスマートフォンとか情報端末がビジネス
にどんどん使われるようになる。これが人によっ
ては，ペーパーレスじゃないかという人もいる。た
だ，昔，インターネットが増えたら紙が減るって言
われていましたが，情報が増えても紙出力が全然
減らなかった。紙がどんどん増えるとは言いませ
ん。BtoC の色んな技術が BtoB に入って，ビジネ
スパーソンとして色んな情報を検索して加工して，
お互いシェアして，あるものはプリントできちっと
やる，セキュリティかけて送る。そうなると，会社
に機器を売り込む競争から，ビジネスパーソンに
どうコントリビュートするか。（山名氏）

　MPSで主眼とする顧客は ,もはや商談相手である情報
システム部ではない。商談相手の「先の，使っておられる
方の使い勝手」（山名氏）を意識している。情報機器を使っ
て業務を遂行するビジネスパーソンが顧客であり，彼ら
に関する新たな情報を収集し，彼らのニーズに応えるには
ワークフローを効率化させ，より生産性の高いオフィス環
境を提供する必要があった。顧客が変われば，競争に対
する知識も大幅に変わる。
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　やっぱり使われ方がだいぶん変わってきました
んで，単なるネットワーク機器というよりも，今度
はだんだんモバイルの受け皿というようなことに
なってくるのかなと。そういうことになると，競合
が必ずしも同業の日本メーカーではなくて，例え
ばサムスンさんであり，アップルであり，iPadその
ものが出力機の位置付けと…，あれも一つの競合
かなという見方もできるかと思います。ただ，もう
一方の見方だと，iPadとかああいうモバイルもの
に色んな情報が山盛りになっていますんで，あの
中のコンテンツを出力したいというニーズもだんだ
んまた生まれてきます。そうするとこれが何と言う
か，親和性の高い流れで，ああいうものからの出
力の受け皿として取るような位置付けもできると
思いますので，競合であり，我々のニーズをもっと
高めてくれるパートナーという見方もできるかと思
います。（原口氏 5）

　2000 年代後半に起こった出来事は，それまでの年代よ
りも急速で，製品とサービスの領域をまたぐ複雑な事象
である。まずは新たな技術資源であるネットワーク技術に
よる製品革新により，情報システム部という新たな顧客が
登場する。彼らは，取引先企業内のIT 機器を扱う部署と
して新たに複合機の商談を担当することになった。従来と
は異なるニーズを持ち，「ソフトウェアのアップグレードや
アップデートを質問します。購買のマネージャーは消耗
品の配送といった全く異なる質問をしてくる」（Dolgener
氏 6：筆者和訳）などのように，コニカミノルタの営業チー
ムにIT 関連の新たな知識の習得と，彼らの用語でのコ
ミュニケーションを要求する。一方で，MPSの新サービス

提供に伴い，ソフトウェア技術やアプリケーション技術の
新たな資源蓄積が生じた。顧客資源は，商談相手に加え
てユーザーまで意識した，ビジネスパーソンの業務ワーク
フローが顧客情報として蓄積され，その情報は事業の競
争関係に対しても新たな認識を生んでいる。
　分析の整理のため，MPS の開始をはさんで 2000 年代
後半は，ネットワーク技術の導入を中心にした t3-1.と，
MPSをめぐるソフトウェアやアプリケーション技術の導入
などが生じたt3-2.に分けた。以上の分析を，技術資源と
顧客資源の新規性について整理したものが図表 5である。

6. 考察
　「活用」と「探索」を両立させるための，資源に対するて
この原理（competence leveraging）という概念に依拠す
ると，新技術投入による既存事業の成長を目指す企業活
動は，製品から顧客を切り離し，新技術とのつながりを作
る「顧客資源をてこにした活動」（customer competence 
leveraging）である。既存技術を元手に新市場へ参入す
る多角化戦略は，長期的な期間を要し，企業は同時に中・
短期に既存事業の成長を維持する必要がある。その有
力な戦略として，既存事業への新技術の投入が重視され
る。しかし先行研究では，ハイテク企業 5 社の事例分析
を通して「顧客資源をてこにした活動」と，「技術資源をて
こにした活動」（technology competence leveraging）を
ある一定期間で繰り返すことで，企業の継続的な成長を
促すことが明らかにされたにとどまる。現実の企業環境で
は，事業の多角化を頻繁に行えない場合，既存事業のマ
ネジメントを通して資源利用のてこの原理によってどのよ
うに継続的な成長を実現しえるのかを明らかにすること
が，本稿の課題であった。

5. コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社 常務取締役 販売本部長
6. Team Manager, Product Management Office Products, Konica Minolta Business Solutions Deutschland GmbH （ドイツ販売会

社）

図表 5. 分析結果
技術 顧客

t1. デジタル技術の新たな技術資源蓄積 アナログ複写機と同様の既存顧客

t2. カラーの新たな技術資源蓄積
当初は既存の顧客資源を利用していたが，カラー複合機の売上増を
狙い，営業マンによる営業提案書の複写に注目し，カラー複合機に
よる業績アップを見込んだコストパフォーマンスを訴求。新たな顧客
資源を蓄積。

t3-1. ネットワーク技術の新たな技術資源蓄積 情報システム部が新たな顧客になり，彼らのニーズや彼らとの商談の
ために新たな知識獲得が行われた。

t3-2. ソフトウェア，アプリケーション技術の新
たな技術資源蓄積

MPS 提供によって，新たな顧客にはユーザーであるビジネスパーソ
ンを加える。彼らの業務ワークフローを理解し，生産性向上に貢献
する。

（出所：筆者作成。）
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　分析の結果，デジタル複合機（t1.），カラー複合機（t2.），
ネットワーク機器化（t3-1.），MPS 以降（t3-2.）の各時点
で，コニカミノルタによる資源の活用や新たな蓄積という
活動が見られた。いずれも，オフィス向け情報機器という
既存事業の既存顧客に向けた新たな技術資源の蓄積で
あったが，顧客資源は各時点でのコニカミノルタの取り組
み方に変容が見られた。つまり，t1.では既存の顧客資源
を利用したアナログ複写機からデジタル複合機への切替
えであった。先行研究では，既存顧客のニーズをさらに満
たすために新たな技術資源の蓄積に努める活動を，顧客
資源をてこにした活動と定義づけているが，アナログ機
に対して高画質な複写を実現するデジタル複合機は，そう
いった活動に当てはまるにもかかわらず，必ずしも既存の
顧客資源とフィットせず，コニカミノルタにとって新たな顧
客資源を探索し蓄積するきっかけを与えた。顧客資源をて
こにした活動から導かれた，マーケティング上の資源探索
活動と言えるだろう（図表 6）。それ以降も，オフィス向け
情報機器の既存の顧客ニーズをさらに満たすための新た
な技術資源導入が続いた。既存顧客に対してさらに彼ら
のニーズを満たすため，新しい技術資源による新製品や
サービスを投下することは重要なマーケティング戦略であ
る（池尾，1999）。だが技術資源の蓄積には原資が必要で
ある。新製品によって顧客が増大するか，新製品の価格
を従来品より引き上げるかという選択肢があるが，他方で
過度な技術開発の結果，製品の同質化やコモディティ化
を生む（楠木，2006）。コニカミノルタの事例は，新技術に
よる売上を最大限拡大させるには，マーケティング上の新
たな顧客を追求する，つまり顧客資源のマーケティング上
の探索をする必要があることを示している。

図表 6. マーケティング上の探索

（出所：筆者作成。）  　

7. インプリケーションと限界
　本稿は，企業の成功に欠かせない「活用」と「探索」の
両立が抱えるジレンマを乗り越えるため，資源に対するて
この原理を用いる（competence leveraging）ことで，い
かにして既存事業の成長が可能かについて，特に新技術
の既存事業への投入を事例として検討した。既存の資源
をてこの原理で利用する活動によって，「活用」と「探索」
の両立が実現されるという主張は先行研究と並んで本稿
の結論の一つでもあり，資源ベース論および資源の「活用」
と「探索」の議論に対するインプリケーションとなる。特
に，先行研究で検討の余地が残されていた，既存市場に
対する新技術の投入による既存事業の成長は，「マーケ
ティング上の顧客資源の探索」によって実現することを示
した点で，新たな知見を加えた。既存技術を応用させて
新事業に乗り出す多角化戦略は，長期的な期間を必要と
する。中・短期的により実践的な企業活動に知見を提供
するためには，既存事業を営むなかで，新技術を活用し
成長の源泉とする活動について検討した本稿は，一定の
意義が認められると考える。
　最後に本稿の限界は，事例研究の方法論的限界と理
論枠組みに起因するものである。まず事例研究には，網
羅性，一般性，客観性の限界がある（沼上，2000; 栗木，
2012）。本稿の結論は，対象企業への深いデータ収集に
基づくものであるが，結論の網羅性，一般性，客観性を
確保するためにはさらなる研究蓄積が必要である。今後
の研究では，本稿の結論に対する経験的なデータをさら
に蓄積すると同時に，理論枠組み自体の一般性を高める
必要がある。これまで先行研究によってハイテク産業にお
ける経験的研究は行われたが，それ以外の消費財やサー
ビス財などの事例に拡張することで，より一般化された枠
組みとして確立していくだろう。ひとまず情報機器事業に
適用し，かつ既存事業のマネジメントにもてこの原理から
引き起こされる顧客資源のマーケティング上の探索活動を
明らかにした本稿は，一定の研究成果を提供したと思わ
れる。
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